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20 歳から 25 歳までの納付率は 49.2 ％と 5 割を切る。





















































II.  国民年金法施行 (1959 年 ) 
～基礎年金制度設立 (1986 年 ) 





































































20 歳から 55 歳までの全国民を被保険者 
ただし，学生及びこの制度による保険料徴収開始時に 50 歳
以上 55 歳未満である者は任意適用 
1959．1.30 日本社会党「国民年金法案」 － 
下線は筆者。各資料により作成。 
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うち 3 分の 1 は加入すると想定していた。当時の学
生数は約 53 万人であったため，加入見込数を 17 万 6





２ .	 当然視された未加入  






























（1991 年 4 月実施）まで待たなければならない。1991
年以前の学生の任意加入の制度による学生無年金問
題は，後になって表面化していくことになる。 




年月 主な内容 「学生」の対象範囲 
【参考】(％) 
大学進学率 
1959 昭 34 国民年金制度施行 大学・高等学校の昼間の学生・生徒 16.9 
1961 昭 36 拠出制年金につき保険料徴収開始 (4 月 1 日より)  17.9 
1985 昭 60 基礎年金導入・女性の年金権確立等  30.5 
1989 平 1 
給付年齢の引き上げ,学生強制加入 




1991 平 3 学生強制加入施行(4 月 1 日より)  大学生・専修学校の学生等 
（1989 年改正→1991 年実施） 31.7 
1995 平 7 20 歳到達者で自ら資格取得の届出を行わな
い者に対して職権適用  37.6 




2005 平 17 若年者納付猶予制度(4 月 1 日より) 
（10 年の時限措置）  47.3 
2012 平 24   50.8 

















































































正法案は，1985（昭和 60）年 4 月 24 日，可決，成立
した。 
III.  学生の強制加入  
－1989 年改正・1991 年施行  






年 9 月から 1988（昭和 63）年 11 月まで 17 回にわた
る議論が重ねられ，1988 年 11 月 29 日に「国民年
金・厚生年金保険制度改正に関する意見」を提出し
た。そのなかで，学生については，「現在，二十歳以
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のであった。本改正案は，1989 年 2 月 3 日に年金審
議会，同 2 月 7 日の社会保障審議会に諮問された。











































３ .	 学生への免除  














うこと」との文言が加わった。1989 年 11 月 30 日衆














































５ .	 法案成立とその後  
この時の改正は，どちらかというと老齢年金の引
き上げについての議論が主であったが，学生に係る
適用の改正については，当初案より 1 年延長し 1991
（平成 3）年 4 月 1 日から施行することで，1989 年










制加入が実施された 1991 年 4 月 1 日より半年経過し
た 9 月末現在，該当者数 160 万人のうち 88 万人が手
続きを行い加入済であった[36]。 





IV.  学生納付特例制度－2000 年改正  
	 1990 年代半ばになり，社会保障全体では社会保障
基礎構造改革が進められるなか，年金については次















応策として，1998 年 10 月 28 日厚生省による「年金
制度改正案（平成 11 年）二一世紀の年金制度」のな
かで，はじめて学生納付特例の案が盛り込まれた。











172 万人，免除者が 359 万人，未加入者が 158 万人と，
合計で約 30％が保険料を支払えない状況であった[41]。
これに鑑みて 1999 年 7 月に国務大臣は，「未納の方
は，経済的な理由や学生であることを理由にされる
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（平成 12	 年 4	 月実施）	 

































（2003 年現在，46 歳）[44]。 
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この坂口私案は 2004 年に，4 つのカテゴリーのう
ち，被用者の被扶養配偶者および学生に対し，議員
立法よる「特定障害者に対する特別障害給付金の支 
給に関する法律」（2004 年法律第 166 号）を制定さ	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  












































































以外に方法は残されていない。	 	 	 
	 	 	 無年金障害者となった者は，次の如く分類される。	 	 
	 
1． 昭和58年1月の国籍要件撤廃前に障害事故の発生した
外国籍の者。推定で 0.5 万人	 	 
2． 昭和61年 4月の第3号被保険者制度創設前に国民年金
に任意加入せず，その期間中に障害事故の発生した被
用者の被扶養配偶者。推定で 2.0 万人	 
3． 平成 3 年 4 月の学生に対する強制適用前に国民年金に
任意加入せず，その期間中に障害事故の発生した 20 歳
以上の学生。推定で 0.4 万人	 
4． 国民年金の強制適用の対象となっていながら，未加入
或いは保険料を未納していて，障害事故の発生した者。
推定で 9.1 万人	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 表 3：時期区分による学生の取り扱い	 





















































社会保障の改革の議論のなか，2012 年 8 月に公的年
金制度が改正された。それにより加入義務年数がこ

































[2] 2012 年 8 月 13 日公布「公的年金制度の財政基盤及び最
低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正
する法律」により，これまでの 25 年の加入最低期間が
10 年に改正された。2015(平成 27)年 10 月の施行となる。 
[3] 厚生労働省「年金に関する資料」第 8 回社会保障改革に













[9] 第 31 回衆議院本会議 14 号，坂田道太氏発言(1959 年 2
月 13 日)。 
[10]第 31 回衆議院社会労働委員会公聴会 1 号，八木一夫氏




近藤文二・高槻温心寮長 塚本茂藏の 4 名である。1959
年 3 月 14 日，政府からの派遣者(田中正巳，河野孝子，
滝井義高，堤ツルヨの 4 委員)により大阪教育会館におい
て意見徴収がなされた。 
[13] 意見陳述者らの意見の概要は，第 31 回衆議院 社会労






った。第 31 回参議院本会議 25 号(1959 年 4 月 8 日)にお
いて他の発言者が社会党の坂本委員の意見を紹介したも
のである。 
[14] 第 31 回参議院 社会労働委員会 15 号，小山進次郎(政府
委員)氏発言(1959 年 3 月 12 日)。	  
[15] 第 72 回衆議院 社会労働委員会 7 号，横田陽吉(政府委
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[16] 第 146回衆議院厚生委員会 5号，瀬古由起子氏発言(1999





も発言されている(第 102 回衆議院社会労働委員会 2 号，
森本晃司氏発言(1984 年 12 月 6 日))。 
[19] 第 91 回参議院社会労働委員会 4 号，前島英三郎(八代英
太)氏発言(1980 年 03 月 25 日)。 
[20] 第 94 回衆議院 法務委員会 外務委員会 1 号，小沢和秋
氏発言(1981 年 05 月 27 日)。 
[21] 国民年金審議会「国民年金制度の改正について」(1984
年 1 月 26 日国年審発第 2 号	 国民年金審議会山田雄三か
ら厚生大臣渡部恒三あて) 
[22] 第 102 回衆議院 社会労働委員会 2 号，吉原健二 (政府
委員) 氏発言(1984 年 12 月 06 日)。 
[23] 第 102 回衆議院 社会労働委員会 2 号，森本晃司氏発言
(1984 年 12 月 6 日)。 
[24] 第 102 回衆議院 社会労働委員会 4 号，吉原健二氏発言
(1984 年 12 月 13 日)。 




正について」(1989 年 2 月 27 日年金審議発第 9 号) 
[27] 第 145 回衆議院予算委員会第四分科会 2 号，矢野朝水
(政府委員)氏発言(1999 年 2 月 18 日)。 
[28] 第 114 回衆議院 予算委員会公聴会 2 号，橋本司郎氏発
言(1989 年 03 月 02 日)。 
[29] 第 116 回衆議院 本会議 8 号，児玉健次氏発言(1989 年
11 月 09 日)。 
[30] 100,800 円は 1990 年徴収予定の保険料 8,400 円を基に計
算したもの。 
[31] 1990 年度 8,400 円，1991 年度 8,800 円，1992 年度 9,200
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 (親元と同居	 国・公立 125/138 万円	 私立 180/197 万	 	 	 
円,親元と別居	 国・公立 165/178 万円	 私立 220/237 万
円	 (1992/2000 年現在)) 
また 2 人以上の学生がいる場合はさらに課税所得額が控
除された。 
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Original paper 
The Treatment of Students through Policy Revisions to 
the National Pension Fund 
-A Discussion of Historical Changes in Their Status- 
 
	 Toshiko YOSHINAKA*	  
 
Department of Social Welfare, Faculty of Health and Welfare Science, Nayoro City University 
 
Abstract: Since the introduction of the law governing the National Pension System in 1959, there have been three major 
changes in the status of students. During the initial period of implementation of the system, student enrollment in the 
pension fund was assumed to be voluntary. Beginning in 1989, a second period made student enrollment compulsory. 
The third, and current, period is that since the introduction of the Student Payment Exception System (Gakusei Noufu 
Tokurei Seido) in 2000.  
In an overview of these changes to the pension system, three general characteristics were identified. First, although 
students are seen as having a special position within the system, that position has always been rather ambiguous. Second, 
whether enrollment has been voluntary or compulsory, there has been the recurring dilemma of how to deal with 
students’ irregular incomes and inability to pay premiums. Finally, for a long time after introduction of the law, student 
indicated only full-time students. Until revision of the national pension scheme to accommodate the Student Payment 
Exception System, payment of premiums was perceived as being the responsibility of the household rather than the 
individual.  
 
Key words: exemption of the National Pension premium payment for students, National pension, student, 
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